
整理番号 １

事 前 評 価 個 表

事業名 森林環境保全整備事業（国有林） 事業計画期間 平成１８年度～平成２２年度

事業実施地区名 胆振東部森林計画区 事業実施主体 北海道森林管理局
（いぶりとうぶ） 胆振東部森林管理署

（都道府県名） （北海道）

事業の概要・目的 胆振東部森林計画区は、北海道の南西部に位置し沙流川広域流域の西側にあた
る胆振支庁管内１市４町で構成されている。その流域面積は２３４千 で全道ha
の３％にあたり、胆振東部森林管理署はこのうち６万３千 の国有林を管轄しha
ている。

当管轄区域は、水源かん養を目的とした保安林を主体にほぼ全域が保安林に指
定され、工業都市苫小牧市を中心とした都市圏の水源としての重要な役割を担っ
ているほか、都市圏から比較的近く、温泉、渓谷、豊かな森林景観など豊富な観
光資源に恵まれ、支笏洞爺国立公園などに指定されていることから、登山やキャ
ンプなどのレクリェーション・保健休養の場として多くの人々に利用されてい
る。

さらに西部を中心にした地域は、風不死・恵庭・樽前の３火山の影響を受け、
地質的に侵蝕や崩壊しやすいこと等から、森林の保全に対する要望が高い。ま
た、平成１６年９月の台風１８号による風倒災害の復旧にあたっては、将来の森
林の姿を見据えた事業を進めることとしている。

このため、自然環境の維持、国土保全、水源かん養及及び保健休養及など森林
の持つ公益的機能の発揮等に関する地域の要請は高い。

本事業は、これらの要請に応えながら、森林の重視すべき機能の区分に応じた
適切な森林整備を行うことを目的とする。

主な事業内容 森林整備 更新面積 ７８２（ ）ha
保育面積 ８，０９４（ ）ha

路網整備 開設延長 ５０．７（㎞）
改良延長 ２．７ (㎞）

費用対効果分析 総 費 用（Ｃ） （千円）1,805,871

総 便 益（Ｂ） 水源かん養便益 （千円）7,992,375

山地保全便益 （千円）2,454,410

環境保全便益 （千円）68,912

木材生産便益 （千円）2,471,625

森林整備経費縮減等便益 （千円）349,685

計 （千円）13,337,007

分析結果（Ｂ／Ｃ） ７．３９

評価結果 ・必要性： 自然環境の維持、国土保全、水源かん養及び保健休養等、公益的機
能の発揮等に関する地域の要請に応えるために本事業の実施が必要で
ある。

・有効性： 国有林の地域別の森林計画に即した事業内容であり、特に水源かん
養機能の増加、また、地域の特性を踏まえた有効な事業と認められ
る。

・効率性： 費用対効果分析の結果から十分な効率性が認められる。

新規事業の採択にあたっての審査項目（チェックリスト 、費用対効果分析及）
び各観点からの評価を踏まえて総合的かつ客観的に検討したところ、森林の重視
するべき機能（特に水源かん養）に応じた適切な森林整備及び路網整備が効率的
に計画されていると認められる。



整理番号 ２

事 前 評 価 個 表

事業名 森林環境保全整備事業（国有林） 事業計画期間 平成１８年度～平成２２年度

事業実施地区名 宗谷森林計画区 事業実施主体 北海道森林管理局
（そうや） 宗谷森林管理署

（都道府県名） （北海道）

事業の概要・目的 宗谷森林計画区は、北海道の最北に位置し、天塩川広域流域のうち宗谷支庁管
内の１市７町１村で構成されている。その流域面積は４０５千 で全道面積のha
５％に当たり、このうち、宗谷森林管理署は１６２千 の国有林を管轄していha
る。

当管轄区域は、高緯度地方の特色ある自然景観を形成しており、利尻礼文サロ
ベツ国立公園、北オホーツク道立自然公園などに指定され、絶滅のおそれが高い
野生生物の分布やラムサール条約登録地もあることから、レクリェーションの場
としての利用とともに、野生生物の保護に対する要望が高い。

さらに、海岸部の多くは、過去の度重なる森林火災等により失われ、未だ笹生
地となっている地域が多く見られるとともに、利尻・礼文両島は、海岸線近くま
で急傾斜地が迫る山地災害の危険地域となっていることから、生活環境の保全、
山地災害の防止等の機能発揮が強く求められている。

また、多くの市町村が国有林に水源を依存していることから、良質な水資源の
安定供給のため、水源かん養機能の発揮が重要となっている。

このため、自然環境の維持、国土保全、水源かん養及び保健休養など森林の持
つ公益的機能の発揮等に関する地域の要請は高い。

本事業は、これらの要請に応えながら、森林の重視すべき機能の区分に応じた
適切な森林整備を行うことを目的とする。

主な事業内容 森林整備 更新面積 １４８（ ）ha
保育面積 ４，５４８（ ）ha

路網整備 開設延長 ３６．０（㎞）
改良延長 １１．７（㎞）

費用対効果分析 総 費 用（Ｃ） （千円）1,065,673

総 便 益（Ｂ） 水源かん養便益 （千円）5,041,041

山地保全便益 （千円）1,588,738

環境保全便益 （千円）32,377

木材生産便益 （千円）1,610,811

森林整備経費縮減等便益 （千円）166,438

計 （千円）8,439,405

分析結果（Ｂ／Ｃ） ７．９２

評価結果 ・必要性： 自然環境の維持、国土保全、水源かん養及び保健休養等、公益的機
能の発揮等に関する地域の要請に応えるために本事業の実施が必要で
ある。

・有効性： 国有林の地域別の森林計画に即した事業内容であり、特に水源かん
養機能の増加、また、地域の特性を踏まえた有効な事業と認められ
る。

・効率性： 費用対効果分析の結果から十分な効率性が認められる。

新規事業の採択に当たっての審査項目（チェックリスト 、費用対効果分析及）
び各観点からの評価を踏まえて総合的かつ客観的に検討したところ、森林の重視
するべき機能（特に水源かん養）に応じた適切な森林整備及び路網整備が効率的
に計画されていると認められる。



整理番号 ３

事 前 評 価 個 表

事業名 森林環境保全整備事業（国有林） 事業計画期間 平成１８年度～平成２２年度

事業実施地区名 網走東部森林計画区 事業実施主体 北海道森林管理局
（あばしりとうぶ） 網走中部森林管理署

（都道府県名） （北海道）

事業の概要・目的 網走東部森林計画区は、北海道の北東部に位置し、網走・湧別川広域流域の東
側に当たる網走支庁管内の２市９町で構成されている。その流域面積は、５９５
千 で全道面積の８％にあたり、網走中部森林管理署はこのうち１０７千 のha ha
国有林を管轄している。

当管轄区域は、水源かん養を目的とした保安林を主体に全体面積の９割が保安
林に指定され、多くの市町村の水源として、また、沿岸部での漁場環境の保全等
に重要な役目を担っている。

一方、従来から豊かな森林資源を利用して林業・木材産業が発達しており、特
に木材加工では建築用材等の生産が盛んであるほか、地域の自然条件、資源を活
かした農業や水産業が重要な産業となっている。

このため、自然環境の維持、国土保全、水源かん養及び保健休養など森林の持
つ公益的機能の発揮等に関する地域の要請は高い。

本事業は、これらの要請に応えながら、森林の重視すべき機能の区分に応じた
適切な森林整備を行うことを目的とする。

主な事業内容 森林整備 更新面積 ６８１（ ）ha
保育面積 １，３５５（ ）ha

路網整備 開設延長 ３１．８（㎞）
改良延長 ２３．０（㎞）

費用対効果分析 総 費 用（Ｃ） （千円）1,186,238

総 便 益（Ｂ） 水源かん養便益 （千円）4,086,706

山地保全便益 （千円）953,962

環境保全便益 （千円）18,639

木材生産便益 （千円）4,051,000

森林整備経費縮減等便益 （千円）385,090

計 （千円）9,495,397

分析結果（Ｂ／Ｃ） ８．００

評価結果 ・必要性： 自然環境の維持、国土保全、水源かん養及び保健休養等、公益的機
能の発揮等に関する地域の要請に応えるために本事業の実施が必要で
ある。

・有効性： 国有林の地域別の森林計画に即した事業内容であり、特に水源かん
養機能の増加及び木材生産性の増加、また、地域の特性を踏まえた有
効な事業と認められる。

・効率性： 費用対効果分析の結果から十分な効率性が認められる。

新規事業の採択に当たっての審査項目（チェックリスト 、費用対効果分析及）
び各観点からの評価を踏まえて総合的かつ客観的に検討したところ、森林の重視
するべき機能（特に水源かん養）に応じた適切な森林整備及び路網整備が効率的
に計画されていると認められる。



整理番号 ４

事 前 評 価 個 表

事業名 森林環境保全整備事業（国有林） 事業計画期間 平成１８年度～平成２２年度

事業実施地区名 網走東部森林計画区 事業実施主体 北海道森林管理局
（あばしりとうぶ） 網走南部森林管理署

（都道府県名） （北海道）

事業の概要・目的 網走東部森林計画区は、北海道の北東部に位置し、網走・湧別川広域流域の東
側に当たる網走支庁管内の２市９町で構成されている。その流域面積は、５９５
千 で全道面積の８％にあたり、網走南部森林管理署はこのうち１３５千 のha ha
国有林を管轄している。

当管轄区域は、水源かん養を目的とした保安林を主体に全体面積の９割が保安
林に指定され、多くの市町村の水源として、また、沿岸部での漁場環境の保全等
に重要な役目を担っている。
また豊富な観光資源に恵まれ、国有林野独自の森林保護制度である知床森林生

態系保護地域の設定をはじめとして、知床国立公園など多くの自然公園に指定さ
れていることからレクリェーション・保健休養の場として多くの人々に利用され
ている。

一方、従来から豊かな森林資源を利用して林業・木材産業が発達しており、特
に木材加工では建築用材等の生産が盛んであるほか、地域の自然条件、資源を活
かした農業や水産業が重要な産業となっている。

このため、自然環境の維持、国土保全、水源かん養及び保健休養など森林の持
つ公益的機能の発揮等に関する地域の要請は高い。

本事業は、これらの要請に応えながら、森林の重視すべき機能の区分に応じた
適切な森林整備を行うことを目的とする。

主な事業内容 森林整備 更新面積 ２０４（ ）ha
保育面積 ３，８６６（ ）ha

路網整備 開設延長 ３１．０（㎞）
改良延長 ２９．５（㎞）

費用対効果分析 総 費 用（Ｃ） （千円）1,180,528

総 便 益（Ｂ） 水源かん養便益 （千円）6,161,122

山地保全便益 （千円）1,438,195

環境保全便益 （千円）87,995

木材生産便益 （千円）2,150,295

森林整備経費縮減等便益 （千円）202,987

計 （千円）10,040,594

分析結果（Ｂ／Ｃ） ８．５１

評価結果 ・必要性： 自然環境の維持、国土保全、水源かん養及び保健休養等、公益的機
能の発揮等に関する地域の要請に応えるために本事業の実施が必要で
ある。

・有効性： 国有林の地域別の森林計画に即した事業内容であり、特に水源かん
養機能の増加、また、地域の特性を踏まえた有効な事業と認められ
る。

・効率性： 費用対効果分析の結果から十分な効率性が認められる。

新規事業の採択に当たっての審査項目（チェックリスト 、費用対効果分析及）
び各観点からの評価を踏まえて総合的かつ客観的に検討したところ、森林の重視
するべき機能（特に水源かん養）に応じた適切な森林整備及び路網整備が効率的
に計画されていると認められる。



整理番号 ５

事 前 評 価 個 表

事業名 森林環境保全整備事業（国有林） 事業計画期間 平成１８年度～平成２２年度

事業実施地区名 東青森林計画区 事業実施主体 東北森林管理局
（とうせい） 青森森林管理署

（都道府県名） （青森県）

事業の概要・目的 東青森林計画区は、青森県北部に所在する６８ ２４２ｈａの国有林野を対象,
としている。

当計画区の立地条件等（奥地林・里山林）は多様であるが、自然環境の維持、
保全及び水源かん養等、公益的機能の発揮等に関する地域の要請は高い。

本事業は、これらの要請に応えながら、森林の重視すべき機能の区分に応じた
適切な森林整備を行うことを目的とする。

主な事業内容 森林整備 更新面積 ３９０（ｈａ）
保育面積 ２，４４９（ｈａ）

路網整備 開設延長 ２１，５４０（ｋｍ）
改良延長 ０（ｋｍ）

費用対効果分析 総 費 用（Ｃ） １，３３２，５８８千円

総 便 益（Ｂ） 水源かん養便益 ２，４２３，２７４千円

山地保全便益 １，０４３，４０８千円

環境保全便益 ８９，６４８千円

林業生産便益 １，７２７，３４６千円

森林整備経費縮減等便益 ３９５，３７２千円

計 ５，６７９，０４８千円

分析結果（Ｂ／Ｃ） ４．２６

評価結果 ・必要性： 自然環境の維持、保全及び水源かん養等、公益的機能の発揮等に関
する地域の要請に応えるために本事業の実施が必要である。

・有効性： 国有林の地域別の森林計画に即した事業内容であり、地域の特性を
踏まえた有効な事業と認められる。

・効率性： 費用対効果分析の結果から十分な効率性が認められる。

新規地区採択に当たっての審査項目（チェックリスト 、費用対効果分析及び）
各観点からの評価を踏まえて総合的かつ客観的に検討したところ、森林の重視す
べき機能の区分に応じた適切な森林整備が効率的に計画されているものと認めら
れる。



整理番号 ６

事 前 評 価 個 表

事業名 森林環境保全整備事業（国有林） 事業計画期間 平成１８年度～平成２２年度

事業実施地区名 北上川上流森林計画区 事業実施主体 東北森林管理局
きたかみがわじょうりゅう 盛岡森林管理署（ ）

（都道府県名） （岩手県）

事業の概要・目的 北上川上流森林計画区は、岩手県中央部に所在する６２，２４４ｈａの国有林
野を対象としている。

当計画区の立地条件等（奥地林・里山林）は多様であるが、自然環境の維持、
保全及び水源かん養等、公益的機能の発揮等に関する地域の要請は高い。

本事業は、これらの要請に応えながら、森林の重視すべき機能の区分に応じた
適切な森林整備を行うことを目的とする。

主な事業内容 森林整備 更新面積 ３１６（ｈａ）
保育面積 １，２４７（ｈａ）

路網整備 開設延長 ４２，９００（ｋｍ）
改良延長 １３０（ｋｍ）

費用対効果分析 総 費 用（Ｃ） １，９２７，８４１千円

総 便 益（Ｂ） 水源かん養便益 １，３９９，５０３千円

山地保全便益 ６３７，０１７千円

環境保全便益 ８６，６１４千円

林業生産便益 ３，２６０，９１５千円

森林整備経費縮減等便益 ８８５，６０５千円

計 ６，２６９，６５４千円

分析結果（Ｂ／Ｃ） ３．２５

評価結果 ・必要性： 自然環境の維持、保全及び水源かん養等、公益的機能の発揮等に関
する地域の要請に応えるために本事業の実施が必要である。

・有効性： 国有林の地域別の森林計画に即した事業内容であり、地域の特性を
踏まえた有効な事業と認められる。

・効率性： 費用対効果分析の結果から十分な効率性が認められる。

新規地区採択に当たっての審査項目（チェックリスト 、費用対効果分析及び）
各観点からの評価を踏まえて総合的かつ客観的に検討したところ、森林の重視す
べき機能の区分に応じた適切な森林整備が効率的に計画されているものと認めら
れる。



整理番号 ７

事 前 評 価 個 表

事業名 森林環境保全整備事業（国有林） 事業計画期間 平成１８年度～平成２２年度

事業実施地区名 宮城南部森林計画区 事業実施主体 東北森林管理局
（みやぎなんぶ） 仙台森林管理署

（都道府県名） （宮城県）

事業の概要・目的 宮城南部森林計画区は、宮城県中央部に所在する５５，２３４ｈａの国有林野
を対象としている。

当計画区の立地条件等（奥地林・里山林）は多様であるが、自然環境の維持、
保全及び水源かん養等、公益的機能の発揮等に関する地域の要請は高い。

本事業は、これらの要請に応えながら、森林の重視すべき機能の区分に応じた
適切な森林整備を行うことを目的とする。

主な事業内容 森林整備 更新面積 １５３（ｈａ）
保育面積 １，１４０（ｈａ）

路網整備 開設延長 １１，０００（ｋｍ）
改良延長 ０（ｋｍ）

費用対効果分析 総 費 用（Ｃ） ７２９，３１５千円

総 便 益（Ｂ） 水源かん養便益 １，３１０，１８２千円

山地保全便益 ４６８，９０３千円

環境保全便益 ７０，９６５千円

林業生産便益 ９６８，３３８千円

森林整備経費縮減等便益 ２１３，３７２千円

計 ３，０３１，７６０千円

分析結果（Ｂ／Ｃ） ４．１６

評価結果 ・必要性： 自然環境の維持、保全及び水源かん養等、公益的機能の発揮等に関
する地域の要請に応えるために本事業の実施が必要である。

・有効性： 国有林の地域別の森林計画に即した事業内容であり、地域の特性を
踏まえた有効な事業と認められる。

・効率性： 費用対効果分析の結果から十分な効率性が認められる。

新規地区採択に当たっての審査項目（チェックリスト 、費用対効果分析及び）
各観点からの評価を踏まえて総合的かつ客観的に検討したところ、森林の重視す
べき機能の区分に応じた適切な森林整備が効率的に計画されているものと認めら
れる。



整理番号 ８

事 前 評 価 個 表

事業名 森林環境保全整備事業（国有林） 事業計画期間 平成１８年度～平成１２年度

事業実施地区名 子吉川森林計画区 事業実施主体 東北森林管理局
（こよしがわ） 由利森林管理署

（都道府県名） （秋田県）

事業の概要・目的 子吉川森林計画区は、秋田県南西部に所在する２２，９２２ｈａの国有林野を
対象としている。

当計画区の立地条件等（奥地林・里山林）は多様であるが、自然環境の維持、
保全及び水源かん養等、公益的機能の発揮等に関する地域の要請は高い。

本事業は、これらの要請に応えながら、森林の重視すべき機能の区分に応じた
適切な森林整備を行うことを目的とする。

主な事業内容 森林整備 更新面積 ６０（ｈａ）
保育面積 １，３９１（ｈａ）

路網整備 開設延長 ７，４００（ｋｍ）
改良延長 １，８３０（ｋｍ）

費用対効果分析 総 費 用（Ｃ） ６０４，９０７千円

総 便 益（Ｂ） 水源かん養便益 １，４６０，３２５千円

山地保全便益 ５５９，４８４千円

環境保全便益 ９５，８２３千円

林業生産便益 ５４４，３３２千円

森林整備経費縮減等便益 １６８，０６７千円

計 ２，８２８，０３１千円

分析結果（Ｂ／Ｃ） ４．６８

評価結果 ・必要性： 自然環境の維持、保全及び水源かん養等、公益的機能の発揮等に関
する地域の要請に応えるために本事業の実施が必要である。

・有効性： 国有林の地域別の森林計画に即した事業内容であり、地域の特性を
踏まえた有効な事業と認められる。

・効率性： 費用対効果分析の結果から十分な効率性が認められる。

新規地区採択に当たっての審査項目（チェックリスト 、費用対効果分析及び）
各観点からの評価を踏まえて総合的かつ客観的に検討したところ、森林の重視す
べき機能の区分に応じた適切な森林整備が効率的に計画されているものと認めら
れる。



整理番号 ９

事 前 評 価 個 表

事業名 森林環境保全整備事業（国有林） 事業計画期間 平成１８年度～平成２２年度

事業実施地区名 奥久慈森林計画区 事業実施主体 関東森林管理局

（おくくじ） 棚倉森林管理署

（都道府県名） （福島県）

事業の概要・目的 奥久慈森林計画区は、福島県の南部に位置し、２１，６３３ｈ の国有林を対a
。 、 、 ，象としている また 森林の重視すべき３機能区分で見れば 水土保全林で１８

、 、 ，４６９ ( ) 森林と人との共生林で５１０ ( ) 資源の循環利用林で２ha 86% ha 2%
６５４ ( )の区分となっている。ha 12%

当計画区は、木材等の林産物の供給、水源のかん養、山地災害の防止等の機能

の発揮を通じて、国民生活と深く結びついてきたところであるが、近年、これら

に加えて、保健・文化・教育的な利用の場の提供や地球温暖化防止及び生物多様

性の保全等への森林の持つ多面的機能の発揮等に関する地域の要請は高い。

本事業は、これらの要請に応えながら、植栽、下刈・除間伐等の保育作業、林

道の新設・改良等の路網整備を行い、森林の重視すべき機能の区分に応じた適切

な森林整備を目的として実施する。

a主な事業内容 森林整備 更新面積 ５３８ｈ

a保育面積 ４，０３９ｈ

路網整備 開設延長 １９．２ｋｍ

改良延長 ９．２ｋｍ

費用対効果分析 総 費 用（Ｃ） ２，１８８，５６７（千円）

総 便 益（Ｂ）水源かん養便益 ２，５２５，３６５（千円）

山地保全便益 １，２１５，６０７（千円）

環境保全便益 １７６，１００（千円）

木材生産便益 １，９８３，０３７（千円）

森林整備経費縮減等便益 ９９３，２２８（千円）

計 ６，８９３，３３７（千円）

分析結果（Ｂ／Ｃ） ３．１５

評価結果 ・必要性： 自然環境の維持・保全及び水源かん養、生物多様性の保全、地球温

暖化防止等の公益的機能の発揮等に関する地域の要請に応えるために

本事業の実施が必要である。

・有効性： 国有林の地域別の森林計画に即した事業内容であり、地域の特性を

踏まえた有効な事業と認められる。

・効率性： 費用対効果分析の結果から十分な効率性が認められる。

新規地区採択に当たっての審査項目（チェックリスト 、費用対効果分析及び）

各観点からの評価を踏まえて総合的かつ客観的に検討したところ、森林の重視す

べき機能の区分に応じた適切な森林整備が効率的に計画されているものと認めら

れる。



整理番号 １０

事 前 評 価 個 表

事業名 森林環境保全整備事業（国有林） 事業計画期間 平成１８年度～平成２２年度

事業実施地区名 那珂川森林計画区 事業実施主体 関東森林管理局

（都道府県名） （なかがわ） 塩那森林管理署

（栃木県）

事業の概要・目的 那珂川森林計画区は、栃木県の北東部に位置し、４１，２５４ｈ の国有林をa
対象としている。また、森林の重視すべき３機能区分で見れば、水土保全林で

２２，０９４ ( )、森林と人との共生林で１６，９５６ ( )、資源の循ha 54% ha 41%
環利用林で２，２０４ ( )の区分となっている。ha 5%

当計画区は、木材等の林産物の供給、水源のかん養、山地災害の防止等の機能

の発揮を通じて、国民生活と深く結びついてきたところであるが、近年、これら

に加えて、保健・文化・教育的な利用の場の提供や地球温暖化防止及び生物多様

性の保全等への森林の持つ多面的機能の発揮等に関する地域の要請は高い。

本事業は、これらの要請に応えながら、植栽、下刈・除間伐等の保育作業、林

道の新設・改良等の路網整備を行い、森林の重視すべき機能の区分に応じた適切

な森林整備を目的として実施する。

a主な事業内容 森林整備 更新面積 ３８２ｈ

a保育面積 ３，２７１ｈ

路網整備 開設延長 ９．０ｋｍ

改良延長 ２１．４ｋｍ

費用対効果分析 総 費 用（Ｃ） ２，６６９，５１３（千円）

総 便 益（Ｂ）水源かん養便益 ２，４９３，２７７（千円）

山地保全便益 ８７２，７６６（千円）

環境保全便益 １８６，９７３（千円）

木材生産便益 ２，９１４，８２０（千円）

森林整備経費縮減等便益 １，０７０，７６０（千円）

計 ７，５３８，５９６（千円）

分析結果（Ｂ／Ｃ） ２．８２

評価結果 ・必要性： 自然環境の維持・保全及び水源かん養、生物多様性の保全、地球温

暖化防止等の公益的機能の発揮等に関する地域の要請に応えるために

本事業の実施が必要である。

・有効性： 国有林の地域別の森林計画に即した事業内容であり、地域の特性を

踏まえた有効な事業と認められる。

・効率性： 費用対効果分析の結果から十分な効率性が認められる。

新規地区採択に当たっての審査項目（チェックリスト 、費用対効果分析及び）

各観点からの評価を踏まえて総合的かつ客観的に検討したところ、森林の重視す

べき機能の区分に応じた適切な森林整備が効率的に計画されているものと認めら

れる。



整理番号 １１

事 前 評 価 個 表

事業名 森林環境保全整備事業（国有林） 事業計画期間 平成１８年度～平成２２年度

事業実施地区名 利根上流森林計画区 事業実施主体 関東森林管理局

（とねじょうりゅう） 利根沼田森林管理署

（都道府県名） （群馬県）

事業の概要・目的 利根上流森林計画区は、群馬県の北部に位置し、９７，２３７ｈ の国有林をa
対象としている。また、森林の重視すべき３機能区分で見れば、水土保全林で

５９，６７２ ( )、森林と人との共生林で３５，２６９ ( )、資源の循ha 62% ha 36%
環利用林で２，２９６ ( )の区分となっている。ha 2%

当計画区は、木材等の林産物の供給、水源のかん養、山地災害の防止等の機能

の発揮を通じて、国民生活と深く結びついてきたところであるが、近年、これら

に加えて、保健・文化・教育的な利用の場の提供や地球温暖化防止及び生物多様

性の保全等への森林の持つ多面的機能の発揮等に関する地域の要請は高い。

本事業は、これらの要請に応えながら、植栽、下刈・除間伐等の保育作業、林

道の新設・改良等の路網整備を行い、森林の重視すべき機能の区分に応じた適切

な森林整備を目的として実施する。

a主な事業内容 森林整備 更新面積 ２６１ｈ

a保育面積 ２，１２５ｈ

路網整備 開設延長 １１．０ｋｍ

改良延長 ４．６ｋｍ

費用対効果分析 総 費 用（Ｃ） ２，５３２，２２６（千円）

総 便 益（Ｂ）水源かん養便益 １，７７７，８１６（千円）

山地保全便益 ６１３，５６９（千円）

環境保全便益 １１７，５６０（千円）

木材生産便益 ４，３３８，００４（千円）

森林整備経費縮減等便益 １，０７８，５００（千円）

計 ７，９２５，４４９（千円）

分析結果（Ｂ／Ｃ） ３．１３

評価結果 ・必要性： 自然環境の維持・保全及び水源かん養、生物多様性の保全、地球温

暖化防止等の公益的機能の発揮等に関する地域の要請に応えるために

本事業の実施が必要である。

・有効性： 国有林の地域別の森林計画に即した事業内容であり、地域の特性を

踏まえた有効な事業と認められる。

・効率性： 費用対効果分析の結果から十分な効率性が認められる。

新規地区採択に当たっての審査項目（チェックリスト 、費用対効果分析及び）

各観点からの評価を踏まえて総合的かつ客観的に検討したところ、森林の重視す

べき機能の区分に応じた適切な森林整備が効率的に計画されているものと認めら

れる。



整理番号 １２

事 前 評 価 個 表

事業名 森林環境保全整備事業（国有林） 事業計画期間 平成１８年度～平成２２年度

事業実施地区名 上越森林計画区 事業実施主体 関東森林管理局

（じょうえつ） 上越森林管理署

（都道府県名） （新潟県）

事業の概要・目的 上越森林計画区は、新潟県の南部に位置し、３５，５７３ｈ の国有林を対象a
。 、 、 ，としている また 森林の重視すべき３機能区分で見れば 水土保全林で １４

０３８ ( )、森林と人との共生林で２１，５２２ ( )、資源の循環利用ha 39% ha 61%
林で１３ ( )の区分となっている。ha 0%

当計画区は、木材等の林産物の供給、水源のかん養、山地災害の防止等の機能

の発揮を通じて、国民生活と深く結びついてきたところであるが、近年、これら

に加えて、保健・文化・教育的な利用の場の提供や地球温暖化防止及び生物多様

性の保全等への森林の持つ多面的機能の発揮等に関する地域の要請は高い。

本事業は、これらの要請に応えながら、植栽・下刈・除間伐等の保育作業、林

道の新設・改良等の路網整備を行い、森林の重視すべき機能の区分に応じた適切

な森林整備を行うことを目的として実施する。

a主な事業内容 森林整備 更新面積 ８ｈ

a保育面積 ７８ｈ

路網整備 開設延長 ０．９ｋｍ

改良延長 ２．３ｋｍ

費用対効果分析 総 費 用（Ｃ） ２２２，８８９（千円）

総 便 益（Ｂ）水源かん養便益 ９０，３８９（千円）

山地保全便益 ２９，８１３（千円）

環境保全便益 ２，２７４（千円）

木材生産便益 ８９７，４９０（千円）

森林整備経費縮減等便益 １５１，９９１（千円）

計 １，１７１，９５７（千円）

分析結果（Ｂ／Ｃ） ５．２６

評価結果 ・必要性： 自然環境の維持・保全及び水源かん養、生物多様性の保全、地球温

暖化防止等の公益的機能の発揮等に関する地域の要請に応えるために

本事業の実施が必要である。

・有効性： 国有林の地域別の森林計画に即した事業内容であり、地域の特性を

踏まえた有効な事業と認められる。

・効率性： 費用対効果分析の結果から十分な効率性が認められる。

新規地区採択に当たっての審査項目（チェックリスト 、費用対効果分析及び）

各観点からの評価を踏まえて総合的かつ客観的に検討したところ、森林の重視す

べき機能の区分に応じた適切な森林整備が効率的に計画されているものと認めら

れる。



整理番号 １３

事 前 評 価 個 表

事業名 森林環境保全整備事業（国有林） 事業計画期間 平成１８年度～平成２２年度

事業実施地区名 多摩森林計画区 事業実施主体 関東森林管理局

（たま） 東京神奈川森林管理署

（都道府県名） （東京都）

事業の概要・目的 多摩森林計画区は、東京都全域に位置し、１，１９３ｈ の国有林を対象としa
haている。また、森林の重視すべき３機能区分で見れば、水土保全林で１８２

( ) 森林と人との共生林で９１７ ( ) 資源の循環利用林で９４ ( )15% ha 77% ha 8%、 、

の区分となっている。

当計画区は、木材等の林産物の供給、水源のかん養、山地災害の防止等の機能

の発揮を通じて、国民生活と深く結びついてきたところであるが、近年、これら

に加えて、保健・文化・教育的な利用の場の提供や地球温暖化防止及び生物多様

性の保全等への森林の持つ多面的機能の発揮等に関する地域の要請は高い。

本事業は、これらの要請に応えながら、植栽、下刈・除間伐等の保育作業、林

道の改良等の路網整備を行い、森林の重視すべき機能の区分に応じた適切な森林

整備を目的として実施する。

a主な事業内容 森林整備 更新面積 ３ｈ

a保育面積 １０２ｈ

路網整備 改良延長 ０．４ｋｍ

費用対効果分析 総 費 用（Ｃ） ３４，２５７（千円）

総 便 益（Ｂ）水源かん養便益 １２３，８２９（千円）

山地保全便益 ４３，７５４（千円）

環境保全便益 ２，６５１（千円）

木材生産便益 ３４，２７１（千円）

森林整備経費縮減等便益 １０，１５５（千円）

計 ２１４，６６０（千円）

分析結果（Ｂ／Ｃ） ６．２７

評価結果 ・必要性： 自然環境の維持・保全及び水源かん養、生物多様性の保全、地球温

暖化防止等の公益的機能の発揮等に関する地域の要請に応えるために

本事業の実施が必要である。

・有効性： 国有林の地域別の森林計画に即した事業内容であり、地域の特性を

踏まえた有効な事業と認められる。

・効率性： 費用対効果分析の結果から十分な効率性が認められる。

新規地区採択に当たっての審査項目（チェックリスト 、費用対効果分析及び）

各観点からの評価を踏まえて総合的かつ客観的に検討したところ、森林の重視す

べき機能の区分に応じた適切な森林整備が効率的に計画されているものと認めら

れる。



整理番号 １４

事 前 評 価 個 表

事業名 森林環境保全整備事業（国有林） 事業計画期間 平成１８年度～平成２２年度

事業実施地区名 富士森林計画区 事業実施主体 関東森林管理局

（ふじ） 静岡森林管理署

（都道府県名） （静岡県）

事業の概要・目的 富士森林計画区は、静岡県の東部に位置し、１６，８５５ｈ の国有林を対象a
としている。また、森林の重視すべき３機能区分で見れば、水土保全林で

７，２５３ ( )、森林と人との共生林で９，１３２ ( )、資源の循環利ha 43% ha 54%
用林で４７０ ( )の区分となっている。ha 3%

当計画区は、木材等の林産物の供給、水源のかん養、山地災害の防止等の機能

の発揮を通じて、国民生活と深く結びついてきたところであるが、近年、これら

に加えて、保健・文化・教育的な利用の場の提供や地球温暖化防止及び生物多様

性の保全等への森林の持つ多面的機能の発揮等に関する地域の要請は高い。

本事業は、これらの要請に応えながら、植栽、下刈・除間伐等の保育作業、林

道の新設・改良等の路網整備を行い、森林の重視すべき機能の区分に応じた適切

な森林整備を目的として実施する。

a主な事業内容 森林整備 更新面積 ２９ｈ

a保育面積 １，１９２ｈ

路網整備 開設延長 ２．４ｋｍ

改良延長 ３．７ｋｍ

費用対効果分析 総 費 用（Ｃ） ４２６，２１２（千円）

総 便 益（Ｂ）水源かん養便益 １，５６８，６４７（千円）

山地保全便益 ４６１，２９７（千円）

環境保全便益 ６３，５８０（千円）

木材生産便益 ９２３，７１９（千円）

森林整備経費縮減等便益 ２０３，８９６（千円）

計 ３，２２１，１３９（千円）

分析結果（Ｂ／Ｃ） ７．５６

評価結果 ・必要性： 自然環境の維持・保全及び水源かん養、生物多様性の保全、地球温

暖化防止等の公益的機能の発揮等に関する地域の要請に応えるために

本事業の実施が必要である。

・有効性： 国有林の地域別の森林計画に即した事業内容であり、地域の特性を

踏まえた有効な事業と認められる。

・効率性： 費用対効果分析の結果から十分な効率性が認められる。

新規地区採択に当たっての審査項目（チェックリスト 、費用対効果分析及び）

各観点からの評価を踏まえて総合的かつ客観的に検討したところ、森林の重視す

べき機能の区分に応じた適切な森林整備が効率的に計画されているものと認めら

れる。



整理番号 １５

事 前 評 価 個 表

事業名 森林環境保全整備事業（国有林） 事業計画期間 平成１８年度～平成２２年度

事業実施地区名 中部山岳森林計画区 事業実施主体 中部森林管理局
（ちゅうぶさんがく） 中信森林管理署

（都道府県名） （長野県） 木曽森林管理署

事業の概要・目的 本事業は、長野県北西部の中部山岳森林計画区に所在する９９，１１６ｈａの
国有林野を対象としている。

当計画区は、西側が北アルプスを中心とした中部山岳国立公園、北側が上信越
高原国立公園、東側が八ヶ岳中信高原国定公園に指定されており、上高地、美ヶ
原高原など我が国を代表するレクリェーション・保健休養の場として利用されて
いる。

また、地質的に脆弱なうえ急傾斜地が多いため、当計画区の森林の９２％が保
安林に指定されており、中でも土砂流出防備・土砂崩壊防備といった国土保全を
重視する保安林が、区域の４７％と非常に高いものとなっている。

本事業は、これら流域の特性に応じ、森林の持つ多面的機能の高度発揮を図る
ため間伐等を積極的に実施し、森林の重視すべき機能の区分に応じた適切な森林
整備を行うことを目的とする。

主な事業内容 森林整備 更新面積 ２１（ｈａ）
保育面積 １，９０９（ｈａ）

路網整備 開設延長 ２．５（ｋｍ）
改良延長 １．３（ｋｍ）

費用対効果分析 総 費 用（Ｃ） ４７６，４２９千円

総 便 益（Ｂ） 水源かん養便益 １，０２１，１２０千円

山地保全便益 ５６７，６３７千円

環境保全便益 １８５，８３０千円

木材生産便益 ６２２，０６１千円

森林整備経費縮減等便益 ２０９，２７５千円

計 ２，６０５，９２３千円

分析結果（Ｂ／Ｃ） ５．４７

評価結果 ・必要性： 国土保全、水源かん養及び自然環境の維持・保全等、公益的機能の
発揮に関する地域の要請に応えるために本事業の実施が必要である。

・有効性： 本事業は、健全な森林の育成を図るための更新・保育及び間伐等の
森林整備とこれに必要な路網を整備するものであり、地域の森林の諸
機能の向上に有効な事業と認められる。

・効率性： 費用対効果分析の結果から十分な効率性が認められる。

新規地区採択に当たっての審査項目（チェックリスト）、費用対効果分析及び
各観点からの評価を踏まえて総合的かつ客観的に検討したところ、森林の重視す
べき機能の区分に応じた適切な森林整備が効率的に計画されているものと認めら
れる。



整理番号 １６

事 前 評 価 個 表

事業名 森林環境保全整備事業（国有林） 事業計画期間 平成１８年度～平成２２年度

事業実施地区名 長良川森林計画区 事業実施主体 中部森林管理局
（ながらがわ） 岐阜森林管理署

（都道府県名） （岐阜県）

事業の概要・目的 本事業は、岐阜県中部の長良川森林計画区に所在する２，５７２ｈａの国有林
野を対象としている。

当計画区は、長良川の源流部から下流部の区域に点在し、金華山、大日ヶ岳周
辺の森林は、自然観察等のレクリェーションの場として多くの人々に利用されて
いる。

また、国有林野面積の９０％が水源かん養、土砂流出防備等の保安林に指定さ
れており、広域にわたる流域の水源かん養、山地災害防止の役割を担っている。

本事業は、これら流域の特性に応じ、森林の持つ多面的機能の高度発揮を図る
ため間伐等を積極的に実施し、森林の重視すべき機能の区分に応じた適切な森林
整備を行うことを目的とする。

主な事業内容 森林整備 更新面積 １０（ｈａ）
保育面積 ２７７（ｈａ）

路網整備 開設延長 － （ｋｍ）
改良延長 ０．５（ｋｍ）

費用対効果分析 総 費 用（Ｃ） ７４，６２１千円

総 便 益（Ｂ） 水源かん養便益 ２２８，０６２千円

山地保全便益 ７１，６９６千円

環境保全便益 １２，７５７千円

木材生産便益 １１４，２４１千円

森林整備経費縮減等便益 ４４，５０４千円

計 ４７１，２６０千円

分析結果（Ｂ／Ｃ） ６．３２

評価結果 ・必要性： 自然環境の維持・保全、水源かん養及び国土保全等、公益的機能の
発揮に関する地域の要請に応えるために本事業の実施が必要である。

・有効性： 本事業は、健全な森林の育成を図るための更新・保育及び間伐等の
森林整備とこれに必要な路網を整備するものであり、地域の森林の諸
機能の向上に有効な事業と認められる。

・効率性： 費用対効果分析の結果から十分な効率性が認められる。

新規地区採択に当たっての審査項目（チェックリスト）、費用対効果分析及び
各観点からの評価を踏まえて総合的かつ客観的に検討したところ、森林の重視す
べき機能の区分に応じた適切な森林整備が効率的に計画されているものと認めら
れる。



整理番号 １７

事 前 評 価 個 表

事業名 森林環境保全整備事業（国有林） 事業計画期間 平成１８年度～平成２２年度

事業実施地区名 尾張西三河森林計画区 事業実施主体 中部森林管理局
（おわりにしみかわ） 愛知森林管理事務所

（都道府県名） （愛知県）

事業の概要・目的 本事業は、愛知県西部の尾張西三河森林計画区に所在する３，２８２ｈａの国
有林野を対象としている。

当計画区の国有林は、県西部に点在する都市近郊型の森林が多く、国有林野面
積の９６％が土砂流出防備などの保安林に指定され、山地災害防止等の役割を担
っている。

また、飛騨木曽川国定公園や愛知高原国定公園等の自然景観に恵まれた地域は
自然観察等保健休養の場として多くの人々に利用され、地域住民に親しまれる森
林となっている。

本事業は、これら流域の特性に応じ、森林の持つ多面的機能の高度発揮を図る
ため間伐等を積極的に実施し、森林の重視すべき機能の区分に応じた適切な森林
整備を行うことを目的とする。

主な事業内容 森林整備 更新面積 － （ｈａ）
保育面積 ２１８（ｈａ）

路網整備 開設延長 － （ｋｍ）
改良延長 ２．４（ｋｍ）

費用対効果分析 総 費 用（Ｃ） ２０５，９６９千円

総 便 益（Ｂ） 水源かん養便益 ２９２，００８千円

山地保全便益 １０２，７２５千円

環境保全便益 ２３，０８６千円

木材生産便益 １５９，５６８千円

森林整備経費縮減等便益 ８１，０２２千円

計 ６５８，４０９千円

分析結果（Ｂ／Ｃ） ３．２０

評価結果 ・必要性： 自然環境の維持・保全及び山地災害防止等、公益的機能の発揮に関
する地域の要請に応えるために本事業の実施が必要である。

・有効性： 本事業は、健全な森林の育成を図るための保育及び間伐の森林整備
とこれに必要な路網を整備するものであり、地域の森林の諸機能の向
上に有効な事業と認められる。

・効率性： 費用対効果分析の結果から十分な効率性が認められる。

新規地区採択に当たっての審査項目（チェックリスト）、費用対効果分析及び
各観点からの評価を踏まえて総合的かつ客観的に検討したところ、森林の重視す
べき機能の区分に応じた適切な森林整備が効率的に計画されているものと認めら
れる。





整理番号 １８

事 前 評 価 個 表

事業名 森林環境保全整備事業（国有林） 事業計画期間 平成１８年度～平成２２年度

事業実施地区名 越前森林計画区 事業実施主体 近畿中国森林管理局

（えちぜん） 福井森林管理署

（都道府県名） （福井県）

事業の概要・目的 越前森林計画区に所在する国有林野２９，１２４ｈａを対象とし、一部海岸

林、石川県境の大日山系及び加越山系、九頭竜川上流部にある九頭竜湖周辺、岐

阜県境の越美山系に位置している。国有林野は計画区の森林面積の１３％で、占

める割合は低いものの、水源かん養保安林に９８％が指定されており、水の確保

に重要な役割を担っている。また国有林の２１％が自然公園に指定され、スキー

や登山など森林を利用したレクリェーション・保健休養の場として多くの人に利

用されている。

本事業はこれらの要請に応えながら奥地林、里山林など立地特性も踏まえつつ

森林の重視すべき機能の区分に応じた適切な森林整備を行うことを目的とする。

主な事業内容 森林整備 更新面積 （ｈａ）

保育面積 ３７１（ｈａ）

路網整備 開設延長 １．０（ｋｍ）

改良延長 ０．１（ｋｍ）

費用対効果分析 総 費 用（Ｃ） １７５，３２４千円

総 便 益（Ｂ） 水源かん養便益 ４４１，２４２千円

国土保全便益 １６５，７１８千円

環境保全便益 ３０，２９６千円

林業生産便益 １６２，６０１千円

森林整備経費縮減等便益 １１１，８１５千円

計 ９１１，６７２千円

分析結果（Ｂ／Ｃ） ５．２０

評価結果 ・必要性： 自然環境の維持、保全及び水源かん養等、公益的機能の発揮等に関

する地域の要請に応えるために本事業の実施が必要である。

・有効性： 国有林の地域別の森林計画に即した事業内容であり、地域の特性を

踏まえた有効な事業と認められる。

・効率性： 費用対効果分析の結果から十分な効率性が認められる。

新規地区採択に当たっての審査項目（チェックリスト）、費用対効果分析及び

各観点からの評価を踏まえて総合的かつ客観的に検討したところ、森林の重視す

べき機能の区分に応じた適切な森林整備が効率的に計画されているものと認めら

れる。



整理番号 １９

事 前 評 価 個 表

事業名 森林環境保全整備事業（国有林） 事業計画期間 平成１８年度～平成２２年度

事業実施地区名 北伊勢森林計画区 事業実施主体 近畿中国森林管理局

（きたいせ） 三重森林管理署

（都道府県名） （三重県）

事業の概要・目的 北伊勢森林計画区に所在する国有林野２，５５５ｈａを対象とし、北部は養老

山地及び鈴鹿山脈の脊梁地帯のほか、高見山地帯に分散して所在している。

計画区の森林面積に占める割合は３％であるが、鈴鹿川、安濃川、雲出川等の

水源地帯に位置する林分が多く、水源かん養機能の確保が期待される。

本事業は、これらの要請に応えながら、森林の重視すべき機能の区分に応じた

適切な森林整備を行うことを目的とする。

主な事業内容 森林整備 更新面積 １４（ｈａ）

保育面積 ３８３（ｈａ）

路網整備 開設延長 （ｋｍ）

改良延長 （ｋｍ）

費用対効果分析 総 費 用（Ｃ） １２１，４６４千円

総 便 益（Ｂ） 水源かん養便益 ４７８，６８６千円

国土保全便益 １３６，７１６千円

環境保全便益 ２４，１８０千円

林業生産便益 ８３，０４２千円

森林整備経費縮減等便益 千円

計 ７２２，６２４千円

分析結果（Ｂ／Ｃ） ５．９５

評価結果 ・必要性： 自然環境の維持、保全及び水源かん養等、公益的機能の発揮等に関

する地域の要請に応えるために本事業の実施が必要である。

・有効性： 国有林の地域別の森林計画に即した事業内容であり、地域の特性を

踏まえた有効な事業と認められる。

・効率性： 費用対効果分析の結果から十分な効率性が認められる。

新規地区採択に当たっての審査項目（チェックリスト）、費用対効果分析及び

各観点からの評価を踏まえて総合的かつ客観的に検討したところ、森林の重視す

べき機能の区分に応じた適切な森林整備が効率的に計画されているものと認めら

れる。



整理番号 ２０

事 前 評 価 個 表

事業名 森林環境保全整備事業（国有林） 事業計画期間 平成１８年度～平成２２年度

事業実施地区名 由良川森林計画区 事業実施主体 近畿中国森林管理局

（ゆらがわ） 京都大阪森林管理事務所

（都道府県名） （京都府）

事業の概要・目的 由良川森林計画区に所在する国有林野２，７７３ｈａを対象とし、丹後半島を

主とするほか、京都府北部及び中部に小面積の団地が点在している。

国有林野は計画区の森林面積の１％であるが、立地条件や地域の要請等を考慮

しつつ、水源かん養等の公益的機能はもとより、木材生産機能の発揮にも努める

必要がある。

本事業はこれらの要請に応えながら奥地林、里山林など立地特性も踏まえつつ

森林の重視すべき機能の区分に応じた適切な森林整備を行うことを目的とする。

主な事業内容 森林整備 更新面積 ４（ｈａ）

保育面積 ７３（ｈａ）

路網整備 開設延長 ０．９（ｋｍ）

改良延長 （ｋｍ）

費用対効果分析 総 費 用（Ｃ） ５０，８５４千円

総 便 益（Ｂ） 水源かん養便益 ５６，８７７千円

国土保全便益 ２１，０５４千円

環境保全便益 ３，９７８千円

林業生産便益 ５２，２３３千円

森林整備経費縮減等便益 １２，７２３千円

計 １４６，８６５千円

分析結果（Ｂ／Ｃ） ２．８９

評価結果 ・必要性： 自然環境の維持、保全及び水源かん養等、公益的機能の発揮等に関

する地域の要請に応えるために本事業の実施が必要である。

・有効性： 国有林の地域別の森林計画に即した事業内容であり、地域の特性を

踏まえた有効な事業と認められる。

・効率性： 費用対効果分析の結果から十分な効率性が認められる。

新規地区採択に当たっての審査項目（チェックリスト）、費用対効果分析及び

各観点からの評価を踏まえて総合的かつ客観的に検討したところ、森林の重視す

べき機能の区分に応じた適切な森林整備が効率的に計画されているものと認めら

れる。



整理番号 ２１

事 前 評 価 個 表

事業名 森林環境保全整備事業（国有林） 事業計画期間 平成１８年度～平成２２年度

事業実施地区名 北山・十津川森林計画区 事業実施主体 近畿中国森林管理局

(きたやま・とつかわ) 奈良森林管理事務所

（都道府県名） （奈良県）

事業の概要・目的 北山・十津川森林計画区に所在する国有林野８，７４６ｈａを対象とし、奈良

県南部に位置している。国有林は昭和３０年代に保安林整備等で買い入れた森林

が大部分で、吉野熊野国立公園や高野龍神国定公園の指定地に含まれ、自然環境

の維持・保全への要請が高い。

また、熊野川の支流、北山川及び十津川の奥地に位置し、国有林の８４％が水

源かん養保安林の指定を受け、公益的機能発揮の重要な役割を果たしている。

本事業はこれらの要請に応えながら奥地林、里山林など立地特性も踏まえつつ

森林の重視すべき機能の区分に応じた適切な森林整備を行うことを目的とする。

主な事業内容 森林整備 更新面積 ２（ｈａ）

保育面積 ３９１（ｈａ）

路網整備 開設延長 ４．９（ｋｍ）

改良延長 （ｋｍ）

費用対効果分析 総 費 用（Ｃ） ３５０，９８６千円

総 便 益（Ｂ） 水源かん養便益 ８６９，６９４千円

国土保全便益 １６２，１４５千円

環境保全便益 ３４，８９６千円

林業生産便益 ４２９，９９５千円

森林整備経費縮減等便益 １３３，０３６千円

計 １，６２９，７６６千円

分析結果（Ｂ／Ｃ） ４．６４

評価結果 ・必要性： 自然環境の維持、保全及び水源かん養等、公益的機能の発揮等に関

する地域の要請に応えるために本事業の実施が必要である。

・有効性： 国有林の地域別の森林計画に即した事業内容であり、地域の特性を

踏まえた有効な事業と認められる。

・効率性： 費用対効果分析の結果から十分な効率性が認められる。

新規地区採択に当たっての審査項目（チェックリスト）、費用対効果分析及び

各観点からの評価を踏まえて総合的かつ客観的に検討したところ、森林の重視す

べき機能の区分に応じた適切な森林整備が効率的に計画されているものと認めら

れる。



整理番号 ２２

事 前 評 価 個 表

事業名 森林環境保全整備事業（国有林） 事業計画期間 平成１８年度～平成２２年度

事業実施地区名 紀中森林計画区 事業実施主体 近畿中国森林管理局

（きちゅう） 和歌山森林管理署

（都道府県名） （和歌山県）

事業の概要・目的 紀中森林計画区に所在する国有林野２，３２３ｈａを対象とし、和歌山県の中

央部に位置し、４団地が散在している。有田川及び日高川の水源地帯にまたがっ

ているため、水源かん養を目的とした保安林が９８％を占めており、その機能発

揮が期待される。林分はスギ・ヒノキの人工林を主体とし、標高の高い箇所には

ブナ・ミズナラ・モミを主体とした天然林が生育し、貴重な森林も多くこれらの

森林の維持・保存が求められている。

本事業はこれらの要請に応えながら奥地林、里山林など立地特性も踏まえつつ

森林の重視すべき機能の区分に応じた適切な森林整備を行うことを目的とする。

主な事業内容 森林整備 更新面積 ２６（ｈａ）

保育面積 ６２６（ｈａ）

路網整備 開設延長 ２．０（ｋｍ）

改良延長 （ｋｍ）

費用対効果分析 総 費 用（Ｃ） ２７１，７８７千円

総 便 益（Ｂ） 水源かん養便益 ５７３，３９５千円

国土保全便益 ２０９，１９９千円

環境保全便益 ４２，１１５千円

林業生産便益 ２０５，０５８千円

森林整備経費縮減等便益 ３４，８５０千円

計 １，０６４，６１７千円

分析結果（Ｂ／Ｃ） ３．９２

評価結果 ・必要性： 自然環境の維持、保全及び水源かん養等、公益的機能の発揮等に関

する地域の要請に応えるために本事業の実施が必要である。

・有効性： 国有林の地域別の森林計画に即した事業内容であり、地域の特性を

踏まえた有効な事業と認められる。

・効率性： 費用対効果分析の結果から十分な効率性が認められる。

新規地区採択に当たっての審査項目（チェックリスト）、費用対効果分析及び

各観点からの評価を踏まえて総合的かつ客観的に検討したところ、森林の重視す

べき機能の区分に応じた適切な森林整備が効率的に計画されているものと認めら

れる。



整理番号 ２３

事 前 評 価 個 表

事業名 森林環境保全整備事業（国有林） 事業計画期間 平成１８年度～平成２２年度

事業実施地区名 高梁川下流森林計画区 事業実施主体 近畿中国森林管理局

（たかはしがわかりゅう） 岡山森林管理署

（都道府県名） （岡山県）

事業の概要・目的 高梁川下流森林計画区に所在する国有林野９，６２６ｈａを対象とし、岡山県

西部の新見市を中心に散在しているほか、瀬戸内海沿岸部に小面積の団地が所在

している。国有林野は計画区の森林面積の６％であるが、水源かん養を目的とし

た保安林が６５％を占めており、下流域の水源として重要な役割を果たしてい

る。都市近郊に所在する国有林野は、登山やハイキングなど森林を利用したレク

リェーション・保健休養の場として多くの人々に利用されている。

また、森林全体の人工林率は７８％で木材の安定供給への要請も高い。

本事業はこれらの要請に応えながら奥地林、里山林など立地特性も踏まえつつ

森林の重視すべき機能の区分に応じた適切な森林整備を行うことを目的とする。

主な事業内容 森林整備 更新面積 ８９（ｈａ）

保育面積 ２，４７３（ｈａ）

路網整備 開設延長 ６．９（ｋｍ）

改良延長 ０．１（ｋｍ）

費用対効果分析 総 費 用（Ｃ） １，０１６，４２０千円

総 便 益（Ｂ） 水源かん養便益 １，８００，６８２千円

国土保全便益 ８３２，６８９千円

環境保全便益 １６８，８９８千円

林業生産便益 １，１４５，５７５千円

森林整備経費縮減等便益 ４４，９９１千円

計 ３，９９２，８３５千円

分析結果（Ｂ／Ｃ） ３．９３

評価結果 ・必要性： 自然環境の維持、保全及び水源かん養等、公益的機能の発揮等に関

する地域の要請に応えるために本事業の実施が必要である。

・有効性： 国有林の地域別の森林計画に即した事業内容であり、地域の特性を

踏まえた有効な事業と認められる。

・効率性： 費用対効果分析の結果から十分な効率性が認められる。

新規地区採択に当たっての審査項目（チェックリスト）、費用対効果分析及び

各観点からの評価を踏まえて総合的かつ客観的に検討したところ、森林の重視す

べき機能の区分に応じた適切な森林整備が効率的に計画されているものと認めら

れる。



整理番号 ２４

事 前 評 価 個 表

事業名 森林環境保全整備事業（国有林） 事業計画期間 平成１８年度～平成２２年度

事業実施地区名 高梁川上流森林計画区 事業実施主体 近畿中国森林管理局

(たかはしがわじょうりゅう) 広島北部森林管理署

（都道府県名） （広島県）

事業の概要・目的 高梁川上流森林計画区に所在する国有林野３，７０２ｈａを対象とし、神石高

原の標高５００～９００ｍの高原地帯にあり、岡山県へ流れる高梁川の上流部に

位置している。林分はヒノキの人工林を主体とし、一部にアカマツ、カラマツ等

の針葉樹、カシ、シイ、コナラ等の広葉樹が見られる。水源かん養を目的とした

保安林に９８％が指定されており、下流部の水源として重要な役割を担ってい

る。

本事業はこれらの要請に応えながら奥地林、里山林など立地特性も踏まえつつ

森林の重視すべき機能の区分に応じた適切な森林整備を行うことを目的とする。

主な事業内容 森林整備 更新面積 １９（ｈａ）

保育面積 ７５６（ｈａ）

路網整備 開設延長 １．８（ｋｍ）

改良延長 （ｋｍ）

費用対効果分析 総 費 用（Ｃ） ２５６，５９８千円

総 便 益（Ｂ） 水源かん養便益 ５７８，７５０千円

国土保全便益 ２６８，６０２千円

環境保全便益 ５６，５１１千円

林業生産便益 ２７９，７４７千円

森林整備経費縮減等便益 １１，２５９千円

計 １，１９４，８６９千円

分析結果（Ｂ／Ｃ） ４．６６

評価結果 ・必要性： 自然環境の維持、保全及び水源かん養等、公益的機能の発揮等に関

する地域の要請に応えるために本事業の実施が必要である。

・有効性： 国有林の地域別の森林計画に即した事業内容であり、地域の特性を

踏まえた有効な事業と認められる。

・効率性： 費用対効果分析の結果から十分な効率性が認められる。

新規地区採択に当たっての審査項目（チェックリスト）、費用対効果分析及び

各観点からの評価を踏まえて総合的かつ客観的に検討したところ、森林の重視す

べき機能の区分に応じた適切な森林整備が効率的に計画されているものと認めら

れる。





整理番号 ２５

事 前 評 価 個 表

事業名 森林環境保全整備事業（国有林） 事業計画期間 平成１８年度～平成２２年度

事業実施地区名 香川森林計画区 事業実施主体 四国森林管理局

（かがわ） 香川森林管理事務所

（都道府県名） （香川県）

事業の概要・目的 香川県全域を対象とする香川森林計画区は、都市部を中心に約１００万人の人

口を抱え、多様な経済活動が行われており、水土保全、自然環境の保全など公益

的機能の発揮に関する地域の要請は高い。

本事業は、同計画区の国有林野７，５３０ｈａのうち森林居住環境整備事業対

象地以外の６，０３６haを対象としており、こうした地域の要請に応えつつ、重

視すべき森林の機能区分に応じた森林資源を造成するとともに、これに必要な林

道整備を行うことを目的とする。

主な事業内容 森林整備 更新面積 16（ｈａ）

保育面積 233（ｈａ）

路網整備 開設延長 8.1（ｋｍ）

改良延長 4.1（ｋｍ）

費用対効果分析 総 費 用（Ｃ） 692,254千円

総 便 益（Ｂ） 水源かん養便益 122,530千円

山地保全便益 58,560千円

環境保全便益 12,484千円

木材生産便益 1,541,547千円

森林整備経費縮減等便益 561,492千円

計 2,296,613千円

分析結果（Ｂ／Ｃ） 3.32

評価結果 ・必要性： 水土保全、自然環境の保全など公益的機能の発揮に関する地域の要

請に応えるため、本事業の実施が必要である。

・有効性： 国有林の地域別の森林計画に即した事業内容であり、水源地の状況

など地域の特性を踏まえた有効な事業と認められる。

・効率性： 森林整備に当たっては、植栽本数の減、保育の省力化など低コスト

化に取り組むこととしている。

また、林道開設に当たっては、現地発生材料の利用などコスト縮減

を図ることとしており、十分な効率性が認められる。

新規地区採択に当たっての審査項目（チェックリスト 、費用対効果分析及び）

各観点からの評価を踏まえて総合的かつ客観的に検討したところ、森林の重視す

べき機能の区分に応じた適切な森林整備が効率的に計画されているものと認めら

れる。



整理番号 ２６

事 前 評 価 個 表

事業名 森林環境保全整備事業（国有林） 事業計画期間 平成１８年度～平成２２年度

事業実施地区名 今治松山森林計画区 事業実施主体 四国森林管理局

（いまばりまつやま） 愛媛森林管理署

（都道府県名） （愛媛県）

、 、事業の概要・目的 愛媛県北部の今治松山森林計画区は 都市部を中心に約８０万人の人口を抱え

多様な経済活動が行われており、水土保全、自然環境の保全など公益的機能の発

揮に関する地域の要請は高い。

本事業は、同計画区の国有林野２,５１３ｈａを対象としており、こうした地

域の要請に応えつつ、重視すべき森林の機能区分に応じた森林資源を造成すると

ともに、これに必要な林道整備を行うことを目的とする。

主な事業内容 森林整備 更新面積 5（ｈａ）

保育面積 113（ｈａ）

路網整備 開設延長 2.5（ｋｍ）

改良延長 2.5（ｋｍ）

費用対効果分析 総 費 用（Ｃ） 299,921千円

総 便 益（Ｂ） 水源かん養便益 129,239千円

山地保全便益 29,868千円

環境保全便益 6,497千円

木材生産便益 538,872千円

森林整備経費縮減等便益 325,403千円

計 1,029,879千円

分析結果（Ｂ／Ｃ） 3.43

評価結果 ・必要性： 水土保全、自然環境の保全など公益的機能の発揮に関する地域の要

請に応えるため、本事業の実施が必要である。

・有効性： 国有林の地域別の森林計画に即した事業内容であり、水源地の状況

など地域の特性を踏まえた有効な事業と認められる。

・効率性： 森林整備に当たっては、植栽本数の減、保育の省力化など低コスト

化に取り組むこととしている。

また、林道開設に当たっては、現地発生材料の利用などコスト縮減

を図ることとしており、十分な効率性が認められる。

新規地区採択に当たっての審査項目（チェックリスト 、費用対効果分析及び）

各観点からの評価を踏まえて総合的かつ客観的に検討したところ、森林の重視す

べき機能の区分に応じた適切な森林整備が効率的に計画されているものと認めら

れる。



整理番号 ２７

事 前 評 価 個 表

事業名 森林環境保全整備事業（国有林） 事業計画期間 平成１８年度～平成２２年度

事業実施地区名 佐賀東部森林計画区 事業実施主体 九州森林管理局

（さがとうぶ） 佐賀森林管理署

（都道府県名） （佐賀県）

佐賀東部森林計画区は佐賀県南東部に位置する１０，１５１ｈａの国有林野を事業の概要・目的

対象としている。

当計画区は、背振山地区、金立山地区、杵島山地区及び経ヶ岳の各地区に所在

し林分内容は多様であり、自然環境の維持・保全及び水源涵養など、公益的機能

の発揮に対する地域の要請は高い。

本事業は、これらの要請に応えながら、森林の重視すべき機能の区分に応じた

適切な森林整備を行うことを目的とする。

主な事業内容森林整備 更新面積 56 （ｈａ）

保育面積 350 （ｈａ）

路網整備 開設延長 4.7 （ｋｍ）

改良延長 14.6 （ｋｍ）

462,394 千円費用対効果分析 総 費 用（Ｃ）

総 便 益（Ｂ） 水源かん養機能 1,296,236 千円

山地保全便益 404,660 千円

環境保全便益 90,163 千円

木材生産便益 884,638 千円

森林整備経費縮減等便 66,382 千円

計 2,742,079 千円

分析結果（Ｂ／Ｃ） 5.93

・必要性 自然環境の維持・保全及び水源かん養等、公益的機能の発揮等に関評価結果

する地域の要請に応えるために本事業の実施が必要である。

・有効性 国有林の地域別の森林計画に即した事業内容であり、地域の特性を

踏まえた有効な事業と認められる。

・効率性 費用対効果の分析結果から十分な効率性が認められる。

新規地区採択に当たっての審査項目（チェックリスト）､費用対効果分析及び

各観点からの評価を踏まえて総合的かつ客観的に検討したところ、森林の重視す

べき機能の区分に応じた適切な森林整備が効率的に計画されているものと認めら

れる。



整理番号 ２８

事 前 評 価 個 表

事業名 森林環境保全整備事業（国有林） 事業計画期間 平成１８年度～平成２２年度

事業実施地区名 長崎南部森林計画区 事業実施主体 九州森林管理局

（ながさきなんぶ） 長崎森林管理署

（都道府県名） （長崎県）

長崎南部森林計画区は，長崎県南部に位置を中心に所在する１１，９１５ｈａ事業の概要・目的

の国有林野を対象としている。

当計画区は、大村地区、西彼杵地区及び島原の各地区に所在し、海岸から奥地

林までの多様な立地条件にあり、その多くは自然公園であることから、自然環境

の維持・保全や保健文化機能の維持増進、水源涵養機能などの公益的機能の発揮

に努めることとする。

本事業は、これらの要請に応えながら、森林の重視すべき機能の区分に応じた

適切な森林施業を行うことを目的とする。

主な事業内容森林整備 更新面積 109 （ｈａ）

保育面積 303 （ｈａ）

路網整備 開設延長 3.5 （ｋｍ）

改良延長 4.1 （ｋｍ）

414,611 千円費用対効果分析 総 費 用（Ｃ）

総 便 益（Ｂ） 水源かん養機能 1,917,190 千円

山地保全便益 517,515 千円

環境保全便益 110,663 千円

木材生産便益 558,401 千円

森林整備経費縮減等便 15,188 千円

計 3,118,957 千円

分析結果（Ｂ／Ｃ） 7.52

・必要性 自然環境の維持・保全及び水源かん養等、公益的機能の発揮等に関評価結果

する地域の要請に応えるために本事業の実施が必要である。

・有効性 国有林の地域別の森林計画に即した事業内容であり、地域の特性を

踏まえた有効な事業と認められる。

・効率性 費用対効果の分析結果から十分な効率性が認められる。

新規地区採択に当たっての審査項目（チェックリスト 、費用対効果分析及び）

各観点からの評価を踏まえて総合的かつ客観的に検討したところ、森林の重視す

べき機能の区分に応じた適切な森林整備が効率的に計画されているものと認めら

れる。



整理番号 ２９

事 前 評 価 個 表

事業名 森林環境保全整備事業（国有林） 事業計画期間 平成１８年度～平成２２年度

事業実施地区名 天草森林計画区 事業実施主体 九州森林管理局

（あまくさ） 熊本森林管理署

（都道府県名） （熊本県）

天草森林計画区は、熊本県西部に位置する８４４ｈａの国有林野を対象として事業の概要・目的

いる。

当計画区は、天草下島地区及び飛岳地区に所在し、スギ、ヒノキの人工林が主

体であるが、常緑広葉樹も多くみられ水源涵養機能や保健文化機能など公益的機

能の発揮に対する地域の要請は高い。

本事業は、これらの国有林の有する公益的機能の維持増進に重点をおき地域の

要請に応えながら、適切な森林整備を行うことを目的とする。

主な事業内容森林整備 更新面積 0 （ｈａ）

保育面積 24 （ｈａ）

路網整備 開設延長 2.0 （ｋｍ）

改良延長 0.0 （ｋｍ）

138,875 千円費用対効果分析 総 費 用（Ｃ）

総 便 益（Ｂ） 水源かん養機能 153,785 千円

山地保全便益 52,863 千円

環境保全便益 12,736 千円

木材生産便益 308,782 千円

森林整備経費縮減等便 70,505 千円

計 598,671 千円

分析結果（Ｂ／Ｃ） 4.31

・必要性 自然環境の維持・保全及び水源かん養等、公益的機能の発揮等に関評価結果

する地域の要請に応えるために本事業の実施が必要である。

・有効性 国有林の地域別の森林計画に即した事業内容であり、地域の特性を

踏まえた有効な事業と認められる。

・効率性 費用対効果の分析結果から十分な効率性が認められる。

新規地区採択に当たっての審査項目（チェックリスト 、費用対効果分析及び）

各観点からの評価を踏まえて総合的かつ客観的に検討したところ、森林の重視す

べき機能の区分に応じた適切な森林整備が効率的に計画されているものと認めら

れる。



整理番号 ３０

事 前 評 価 個 表

事業名 森林環境保全整備事業（国有林） 事業計画期間 平成１８年度～平成２２年度

事業実施地区名 耳川森林計画区 事業実施主体 九州森林管理局

（みみがわ） 宮崎北部森林管理署

（都道府県名） （宮崎県）

耳川森林計画区は、宮崎県北部位置する１２，０８５ｈａの国有林野を対象と事業の概要・目的

している。

当計画区は、東郷、南郷、椎葉、七ツ山及び乙島の各地区に所在しており、海

岸部から脊梁地帯までの広範囲に渡ることから立地条件等は多様である。国土保

全、水源涵養など森林の公益的機能発揮の維持増進とともに、木材生産活動に対

する地域の要請は高い。

本事業は、これらの要請に応えながら、森林の重視すべき機能の区分に応じた

適切な森林整備を行うことを目的とする。

主な事業内容森林整備 更新面積 116 （ｈａ）

保育面積 317 （ｈａ）

路網整備 開設延長 1.8 （ｋｍ）

改良延長 3.3 （ｋｍ）

331,604 千円費用対効果分析 総 費 用（Ｃ）

総 便 益（Ｂ） 水源かん養機能 2,188,822 千円

山地保全便益 509,360 千円

環境保全便益 127,764 千円

木材生産便益 413,629 千円

森林整備経費縮減等便 21,438 千円

計 3,261,013 千円

分析結果（Ｂ／Ｃ） 9.83

・必要性 自然環境の維持・保全及び水源かん養等、公益的機能の発揮等に関評価結果

する地域の要請に応えるために本事業の実施が必要である。

・有効性 国有林の地域別の森林計画に即した事業内容であり、地域の特性を

踏まえた有効な事業と認められる。

・効率性 費用対効果の分析結果から十分な効率性が認められる。

新規地区採択に当たっての審査項目（チェックリスト 、費用対効果分析及び）

各観点からの評価を踏まえて総合的かつ客観的に検討したところ、森林の重視す

べき機能の区分に応じた適切な森林整備が効率的に計画されているものと認めら

れる。



整理番号 ３１

事 前 評 価 個 表

事業名 森林環境保全整備事業（国有林） 事業計画期間 平成１８年度～平成２２年度

事業実施地区名 姶良森林計画区 事業実施主体 九州森林管理局

（あいら） 鹿児島森林管理署

（都道府県名） （鹿児島県）

姶良森林計画区は、鹿児島県北東部に位置する１０，９８２ｈａの国有林野を事業の概要・目的

対象としている。

当計画区は、姶良西部及び姶良北部、姶良南東及び霧島の各地区に所在し、林

分内容は多様で水源涵養機能などの公益的機能の発揮とともに木材供給に対する

地域の要請は高い。

本事業は、これら多様な要請に応えながら、森林の重視すべき機能の区分に応

じた適切な森林整備を行うことを目的とする。

主な事業内容森林整備 更新面積 70 （ｈａ）

保育面積 397 （ｈａ）

路網整備 開設延長 1.8 （ｋｍ）

改良延長 3.5 （ｋｍ）

428,830 千円費用対効果分析 総 費 用（Ｃ）

総 便 益（Ｂ） 水源かん養機能 1,467,531 千円

山地保全便益 413,884 千円

環境保全便益 97,274 千円

木材生産便益 374,420 千円

森林整備経費縮減等便 27,122 千円

計 2,380,231 千円

分析結果（Ｂ／Ｃ） 5.55

・必要性 自然環境の維持・保全及び水源かん養等、公益的機能の発揮等に関評価結果

する地域の要請に応えるために本事業の実施が必要である。

・有効性 国有林の地域別の森林計画に即した事業内容であり、地域の特性を

踏まえた有効な事業と認められる。

・効率性 費用対効果の分析結果から十分な効率性が認められる。

新規地区採択に当たっての審査項目（チェックリスト 、費用対効果分析及び）

各観点からの評価を踏まえて総合的かつ客観的に検討したところ、森林の重視す

べき機能の区分に応じた適切な森林整備が効率的に計画されているものと認めら

れる。



整理番号 ３２

事 前 評 価 個 表

事業名 森林環境保全整備事業（国有林） 事業計画期間 平成１８年度～平成２２年度

事業実施地区名 熊毛森林計画区 事業実施主体 九州森林管理局

（くまげ） 屋久島森林管理署

（都道府県名） （鹿児島県）

熊毛森林計画区は、種子島、屋久島に所在する４１，７６２ｈａの国有林野を事業の概要・目的

対象としている。

当計画区は、栗生、尾之間、安房、男女川、宮之浦、一湊、永田川、種子島の

各地区に所在し、立地条件等（奥地林・里山林）は多様である。優れた自然環境

の維持とともに国土保全などの公益的機能発揮の発揮と重要な産業である木材加

工業に対する要請は高い。

本事業は、これら多様な要請に応えながら、森林の重視すべき機能の区分に応

じた適切な森林整備を行うことを目的とする。

主な事業内容森林整備 更新面積 31 （ｈａ）

保育面積 120 （ｈａ）

路網整備 開設延長 1.5 （ｋｍ）

改良延長 6.7 （ｋｍ）

444,539 千円費用対効果分析 総 費 用（Ｃ）

総 便 益（Ｂ） 水源かん養機能 2,459,402 千円

山地保全便益 693,619 千円

環境保全便益 185,027 千円

木材生産便益 509,575 千円

森林整備経費縮減等便 20,594 千円

計 3,868,217 千円

分析結果（Ｂ／Ｃ） 8.70

・必要性 自然環境の維持・保全及び水源かん養等、公益的機能の発揮等に関評価結果

する地域の要請に応えるために本事業の実施が必要である。

・有効性 国有林の地域別の森林計画に即した事業内容であり、地域の特性を

踏まえた有効な事業と認められる。

・効率性 費用対効果の分析結果から十分な効率性が認められる。

新規地区採択に当たっての審査項目（チェックリスト 、費用対効果分析及び）

各観点からの評価を踏まえて総合的かつ客観的に検討したところ、森林の重視す

べき機能の区分に応じた適切な森林整備が効率的に計画されているものと認めら

れる。
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